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おわりに
はじめに
団塊世代は，１９７０年の世界万博の推進にも大きな役割をはたした通産省
の少壮官僚であり，その後は現在に至るまで評論家として活躍している堺屋
太一（本名は池口小太郎）が，１９７６年に刊行した小説『団塊の世代』に
よってその存在に注目し命名した巨大な年齢集団，すなわち１９４７年から４９
年の３年間に誕生した約８００万人（現在，約６６０万人が生存）の日本人であ
る。堺屋の問題提起以降，団塊世代（「団塊の世代」という表記が原型であ
り，現在でもその表記は多く見られるが，本稿では簡略化して団塊世代と表
記する）については，堺屋も含めて多数の論者によって議論が展開されてき
た。しかし，それらの議論の成果を社会学的な現代社会論としての明確な構
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図のもとにまとめ上げることはいまだなされていない。そのライフサイクル
ないしライフコースを構成するライフステージは戦後日本社会の変動の諸段
階そのものと対応しており，また２１世紀の日本社会における団塊世代の社
会的位置と役割は高度近代の社会システムの構想にかかわっており，団塊世
代論は戦後日本社会論，現代日本社会論そのものなのである。本稿では社会
変動論と高度近代社会システム論を，団塊世代論の中心問題として見出し，
それぞれについて論点を整理することにしよう。
第１節では，団塊世代論の展開を概観する。２００７年には団塊世代の定年
退職が開始されるというので２００５年あたりから世代論が盛り上がったが，
堺屋自身も２００５年にあらためて団塊世代論を提示し，さらには２０１３年には
新しい小説『団塊の秋』を上梓した。まさに堺屋から始まり，堺屋に終わる
ともいうべき団塊世代論であるが，それを基軸にして多数の論者がそれに参
加しているので，それらの議論で示された論点を整理し，団塊世代論の中心
問題として変動論と高度近代論を見出し，第２節および第３節において現代
社会論としての団塊世代論の論点を整理したい。
第２節では，現代社会論としての団塊世代論を，団塊世代に焦点を合わせ
た戦後日本社会の変動論として提示しよう。現代社会論としての団塊世代論
は，基軸となるトレンドが，団塊世代の変化そのものである。団塊世代の人
生の諸段階における生活のありかたの推移こそが中心トレンドとなる。その
上で，そのトレンドの原因となった諸トレンド，そのトレンドが帰結した様
相や諸問題を体系的に探索する構図を示すことを試みよう。
第３節では，戦後日本社会の変動の先端に現在登場しつつある高度近代の
社会システムの構築に向けて，団塊世代がどのような社会的位置で，いかな
る役割を遂行することが求められ，またどのような可能性があるかについて
検討を進めたい。高度近代の社会システムについて筆者は宮本（２０１１）です
でに「官産民私の相互連携と融合」という全体像を提示しているが，本節で
は団塊世代が現在，その全体的システムに対して多大な貢献をなしうる可能
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性を孕んでおり，それは今後の日本の動向を左右するまでのパワーを秘めて
いることを明らかにするための枠組みを示したい。
第１節 団塊世代論の展開
堺屋太一の問題提起は，人口の膨大なふくらみに注目して，その世代の運
命をフィクションとして１９７６年に近未来小説『団塊の世代』にまとめるこ
とによって行われた。その問題意識は７０年代初頭のドルショックやオイル
ショックを契機に高度経済成長が終わり，日本経済が新たな危機に直面しよ
うとしている時代に，高度経済成長と共に育った団塊世代が，その危機を自
覚しないまま，たんに社会の重荷になっていくのではないかという点にあっ
た。まさに団塊世代への警告であり，２０世紀末の日本社会の行方に警鐘を
鳴らしたのであった。しかしながら，８０年代に言葉としては急速に社会に
普及したが，団塊世代論として本格的な展開を見せるのはバブル崩壊後の
９０年代になってからである。
９０年代には，団塊問題研究会編（１９９４）のように団塊世代が国を滅ぼす
と言った批判的な視点の議論から，寺島（１９９９）のように団塊世代の責任と
使命を高らかに謳いあげるものまでが出揃い，また，若者論との関連で団塊
世代を論じる岩間（１９９５）や，岳（１９９６），鈴木（１９９８），高田（１９９０），ハ
イライフ研究所（１９９９）など多様な議論が展開されるようになり，２０００年
以降の団塊世代論の本格化を準備したのであった１）。
２０００年代になると，団塊世代の大量定年退職が始まるといういわゆる
２００７年問題への意識が徐々に強まり，団塊世代論が本格化する兆しを見せ
てきた。社会学の世界ではそれほどではなかったが，評論家の由紀草一が
２００３年に『団塊の世代とは何だったか』を刊行し，同じ頃，若者論や世代
論の領域でスピーディな調査とデータ解析を展開し，その成果をいち早く世
１）９０年代の団塊世代論については，御厨ほか（２００８）所収の苅部直「なぜ人は
「団塊の世代」を語りたがるのか」が概観している。
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に問うていた三浦展は地方新聞で団塊世代論を連載していた。社会学の世界
ではわずかに，天野正子編著『団塊世代・新論』が２００１年に出され，また，
関西社会学会が２００６年度大会シンポジウムで世代論を取り上げ，シンポジ
ウム記録が掲載された学会誌『フォーラム現代社会学』に団塊世代論への言
及が見られるにとどまるが，前述の三浦は一橋大学社会学部卒業であり，連
載は２００５年７月に『団塊の世代を総括する』として出版され，社会学的な
団塊世代論の希少な成果となっている。
天野編（２００１）は，社会学的な団塊世代論が乏しい中での注目すべき成果
であった２）。バブル崩壊後の低迷する日本経済の中で団塊世代は受難世代と
なり，また責任世代となり，消費を支えるエルダー層と見なされ，子どもの
教育だけでなく親の介護課題にも直面しつつあるサンドイッチ世代であり，
自分自身もまた定年と長い老後を控えた不安と希望の世代と位置づけられた
のであった。しかし，そのような団塊世代は多くの場合，男性サラリーマン
が典型例として想定されていたが，天野は団塊世代の女性群と，女性と男性
の関係性に注目する。そのキーコンセプトは関係的自立である。それは他者
との支え合いの過程で形成される個々人の自己決定性である。問われるの
は，団塊世代の男性たちが自らの自立をどう認識し，いわゆる公的領域で女
性たちとの関係的自立をどう形成しているかであり，さらには，それとの関
連で個人ないし家族領域で関係的自立をどう形成しているかである。これら
の問題意識をもって，１９７０年代以降の男性の自立問題の展開過程が描かれ，
団塊世代男性のジェンダー意識の特性が３０歳代男性との対比で描かれ，さ
らに会社からの自立を求める動きと自立の条件を明らかにし，団塊世代の夫
婦の歴史と現在がまとめられている。この天野編（２００１）について，三沢
（２００２）は主要なデータ・ソースが統計的調査だけで，質的調査データの収
２）天野「団塊世代の「もう一つの」読み方」「自立像の現在形」「会社からの自立の
条件」「「塊り」から顔をもった「個」の時代へ」のほかに，山嵜哲哉「団塊男性
のジェンダー意識」岡村清子「いま団塊夫婦は……」が収録されているが，ほぼ
天野の単著と言ってよい。
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集や時系列的な資料の組織的な収集・利用が欠落している点を批判している
が，団塊世代論の多様な言説を周到に整理し検討し方法論を打ち出している
天野が執筆した序論についてはそれを高く評価しており，社会学的な団塊世
代論の貴重な成果として残されている。
関西社会学会の２００６年度の大会シンポジウム「世代論から見た日本社会」
は，筆者もまた企画者および司会者として参加したが，社会学的な世代論が
低迷していることに注意を喚起した有意義な試みであった。しかし，４つの
報告が団塊世代論を主要テーマとしているのではなく，そのシンポジウム記
録の「はじめに」の鵜飼・宮本（２００７）において，団塊世代論の２００５年の
盛り上がりについてわずかに言及するにとどまったのであった３）。２００７年問
題を控えての社会学的問題意識を明示し，社会学会会員に問題意識を喚起し
たが，その後も社会学における団塊世代論は活性化しなかった。
そのような中で，三浦（２００５）は出色の成果である。著書こそ２００５年に
刊行されたが，その２年前に『新潟日報』に１年間連載した団塊世代論が基
になっており，三浦自身も述べているように，その時点で団塊世代の歴史と
現在について論点を網羅しまとめ上げることができたのは，若者世代につい
て調査研究を重ね，多様な世代の消費動向についても造詣の深い三浦ならで
はのことであろう。それはまずプロローグで団塊世代とは何かをその多面的
な特性を浮き彫りにすることによって明らかにし，第１部「消費する若者」
では団塊世代が当時の若者世代として，膨大な消費世代となり，また，新た
な消費感覚を示した世代となったことが述べられ，次に第２部「ニューファ
ミリーの光と影」と第３部「マイホーム主義の末路」では恋愛結婚や友達夫
婦と言う特性を持つ団塊カップルが生成した家庭が子育てに失敗した世代と
いう十字架を背負わされることになった事情が解明され，最後に第４部「存
３）４つの報告とは佐藤友美子「世代研究の展開と課題」村上あかね「少子高齢社会
における生活保障と世代間関係」藤本昌代「産業・労働問題と世代論」石田佐恵
子「世代文化論の困難」である。また，２００５年の盛り上がりは堺屋（２００５）に
よるものである。
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在理由が問われる定年後」とエピローグ「これから彼らがなすべきこと」で
これからの日本社会のために果たすべき役割が明示される。三浦の団塊世代
論はよくまとまっており，本稿の第３節で紹介するように団塊世代に求めら
れる役割についての問題提起も正鵠を得たものと高く評価できよう。
なお，それより先に２００３年に刊行された由紀の『団塊の世代とは何で
あったか』は団塊世代の次の世代である由紀が，先行世代の団塊世代の歴史
をたどることで戦後日本社会および自らの世代ないし自分自身を誠実に問い
直したもので，団塊世代の時代的経験を「幼くして民主主義教育を受ける」
「学生として乱を起こす」「若者として歌う」「サラリーマンとして惑う」と
してまとめ，最後に「日暮れて道はなく，課題はある」と団塊世代の社会的
責任を問いつつ，自らの課題にも言及していた。
そして２００５年にはついに，団塊世代の命名者であり，団塊世代論の全体
的構図の原型を創造した堺屋太一が新たな団塊世代論を提示したのであっ
た。堺屋は２００５年の『文藝春秋』４月号から６月号にかけて「新団塊の世
代論」を連載した。当時，２００７年に団塊世代の大量定年退職期が到来し，
それがバブル崩壊後１０数年経ても政治，経済，社会生活において低迷を続
ける日本社会に諸問題をもたらしかねないという懸念が広がりつつあった
が，それに対して団塊世代の命名者である堺屋は，それらの悲観的予想に対
抗して，その可能性に目を向けることを提案したのである。そのタイトル
は，４月号が「団塊の世代「最高の十年」が始まる」，５月号が「「日本病」
は団塊と共に去りぬ」，そして６月号が「団塊が幸せに暮らすための「財政
学」と「家政学」」であった。おそらく堺屋はいくつかの団塊世代論を読み，
それらが自らの問題提起した社会経済的問題に弱く，もっぱら社会文化的に
語っていることに違和感をもったのであろう。堺屋の新たな団塊世代論には
多くの論点が盛り込まれており，２１世紀の日本社会の新たな構想に組み込
まれるべき団塊世代像が描かれ，今後の問題が提起されていた。
まず「団塊の世代「最高の十年」が始まる」では，６０歳代の団塊の世代
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にとって２００７年からの１０年間は「最高の十年」になると主張する。統計的
数値では１９４７年から５年間に生まれた広い意味の団塊世代は１千万以上お
り，男性５３９万人，女性５４５万人が生存している。そして，２００４年の５５～
５９歳就業者（１９４５～４９年生まれ）は７２１万人であり，労働力人口７４５万人
（うち８１％の５８７万人がいわゆるサラリーマン），現在の平均給与８７３万円
（大卒男性）であって，彼らは６０歳定年後１７～２１年間は健康に暮らせる可
能性があると述べる。
そして，団塊の世代の年齢観，労働年齢の変化を指摘し，人生（幼児死亡
を除いた平均寿命＝健児平均寿命）の６割の期間は働くとすれば，人生８０
年時代には２２歳から７０歳までの４８年間は働けるため，団塊世代６０歳以降
の労働，仕事・産業，収入，消費が社会にとって重要となると主張する。団
塊の労働力が年金兼業型労働に向かい，農業や家事アウトソーシング産業な
どに活用され，可処分所得が増え消費が活性化するというのである。そして
堺屋は新しい社会構想を打ち出す準備を進める。その骨子は①福祉民営化，
②働き続ける６０代，③巨大な６０代市場，④団塊労働力活用である。
堺屋は次に「「日本病」は団塊と共に去りぬ」において，団塊の世代が生
み出したもの，そして団塊の世代とともに去るものを検討し，新たな社会の
特性を示し，そして「団塊の世代が幸せに暮らすための「財政学」と「家政
学」」においては，団塊世代のこれからの生き方として，蓄積した技術・技
能を生かして自分のやりたいこと，好きなことに時間とお金を使うことを提
唱する。そうすれば新しい市場が生まれ，それに応じた産業と技術が育つと
いうのである。以上のように，高齢化時代に適した社会を実現するのが団塊
の世代の役割であり課題であると堺屋は主張したのである。
堺屋が２００５年に提示した新たな団塊世代論は，多くの論点を提示しつつ，
それらを一つの新たな社会構想にまとめ上げていた。そして三浦（２００５）や
堺屋の議論が刺激となって，その後のジャーナリズム的およびアカデミズム
的な団塊世代論の新たな展開が見られることになった。林・葛岡（２００５）や
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布施（２００６），そして北城ほか（２００６）や御厨ほか（２００８）である。林・葛
岡（２００５）は，団塊世代に対する後発世代からの批判的な評論であり，布施
（２００６）は経済の実務の世界で生きてきた団塊世代に属する著者が，団塊世
代の特性と可能性を探究し，新たな社会構想を前面に打ち出した著作であ
る。また，北城ほか（２００６）や御厨ほか（２００８）は研究者を中心とした多様
な論者の団塊世代論を集成しており，多角的多元的な団塊世代論の可能性を
示している。
以上で紹介した団塊世代論の中に，本稿では現代社会論の視点から，２つ
の中心問題を見出したい。戦後６０数年の社会変動を，団塊世代の変容を基
軸にしつつ，いかに描き出すかという問題と，現在生成しつつある高度近代
の社会システムとしての現代日本社会において，ついに高齢者となった団塊
世代が期待される役割をいかに構想しうるかという問題である。次節では戦
後日本社会の変動論として団塊世代論を再構成し，第３節では高度近代の社
会システムにおける団塊世代の社会的位置と役割を確定しよう。
第２節 戦後日本社会の変動と団塊世代
現代社会論の基本構成は，何よりもまず中心となる変動の趨勢，すなわち
中心ないし基軸トレンドの設定である。そのトレンドの内容と方向性を確定
し，次にそのトレンドを生成する諸要因（他のトレンドも含めて）を解明
し，さらにそのトレンドがもたらす諸帰結（他のトレンドも含めて）を精査
し，また，その諸帰結に含まれる諸問題への対応の動きを探究することが，
現代社会論の構築の課題となる４）。現代社会論としての団塊世代論の構図を
描く際に，その中心に位置する基軸となるトレンドは，誕生から現在までに
至る団塊世代の変化の過程そのものにほかならない。本節では，団塊世代の
変化の過程，その変化を促進した諸要因，その変化がもたらした諸帰結およ
４）宮本孝二『社会理論２５講』の第１章「社会理論とは何か」および第１９章「近代
化と現代社会論」において，現代社会論の基本構成と課題を示した。
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び諸問題（団塊世代が生成した問題群だけでなく，直面せざるをえない諸問
題も含む），さらには問題への対応の動きについて，団塊世代論の達成点を
整理することによって明らかにしよう。
まず，団塊世代論の生みの親であり，新たに２００５年に総括的な議論を提
示した堺屋の見解を見てみよう。堺屋（２００５）の「「日本病」は団塊と共に
去りぬ」は団塊世代を１９４７年から４９年の３年間に誕生した人々だけでな
く，戦後の５年間に誕生した人々を包括するよう新たに広義に設定した上
で，そのような団塊の世代の特質は，①戦争を経験せず，また物資不足を実
感しないで成長したので本当の意味で物資不足を知らない，②高度経済成長
と共に成長し，安定成長，バブル時代を経験しているので，バブル崩壊後も
またいつか成長が始まることを疑わない，③終身雇用，年功序列の職場を当
然と考え，それを前提にモーレツ社員として家庭生活を犠牲にしてでも働
き，交際費が比較的潤沢に使える社用族であり，住宅は郊外一戸建を理想と
し実現もし，子どもにも高学歴を与えることを重視してきた，④順応性は高
い，というように列挙する。これらの特性は，戦後日本社会の変動過程に生
きることで生成されたのであるが，たとえば戦後消費社会の成長という変動
過程に限定すれば，団塊の世代の軌跡は戦後消費社会の成長とともにあると
言えるであろう。すなわち１０代から４０代までに①昭和３０年代前半：三種
の神器，マンガ週刊誌の創刊，②高校生時代：「ハイティーン」ブーム，③
２０歳代：「ヤング」市場（ファッション，ファーストフード），④結婚適齢
期：「ニューファミリー」，マイカー，４０歳代：住宅ブーム（１９８４～９６年住
宅建設年平均１５０万戸）というように段階と特性を大雑把に対応づけること
ができる。
また，団塊の世代の軌跡を教育，家族，職場，経済，生産，労働に見るな
らば，①高進学率，②人手不足時代，モーレツ社員，４人家族，③モーレツ
社員による生産規模の拡大，省エネルギー技術の進歩，産業構造の転換，経
営合理化，④バブル景気（発生と崩壊の要因は団塊世代の人口圧力：経済成
団塊世代論の中心問題 ７７
長・拡大志向）となる。団塊の世代は巨大市場を創出したのであり，そこに
堺屋は①数量効果による需要増加，②コミュニケーション効果による情報発
信力，流行創造力，③需要効果による新規投資効果による設備投資増加，④
注目効果による他世代への波及といった特性や帰結を指摘する。
さらに，堺屋は団塊の世代を端境期の世代と位置づける。規格大量生産文
明（大型化，大量化，高速化）と知価文明（情報化，多様化，省資源化）の
狭間に生きる世代である。ちなみに堺屋はアプレ団塊世代を５０年代生まれ
の「激減世代（５３年に２００万人を切り，その後６０年まで１６０万人前後）な
いし議論停止世代」，６４年前後から７０年生まれの「ビトウィーン世代」そ
して７０年から７５年に生まれた「団塊ジュニア世代」（７１年から７４年は各
年２００万人突破），そしてシラケの世代，少子化の原因世代（「絶対現在感
覚」の世代），「規格化」拒否の世代（個人間の欲求格差が甚だしい世代）と
命名する。
こうして堺屋は戦後日本社会の変動において団塊世代が生み出したものを
総括する。その第１は，戦後的生活パターン（豊かさの追求，規格大量生
産，使い捨ての時代，地縁希薄化）である。ただし，継承するノウハウの喪
失に見舞われ，拝金主義に陥ってしまい，子ども世代が知恵も権威も人脈も
評価してくれないという側面ももつ。第２に，職縁社会と核家族（終身雇
用，年功賃金，企業福利厚生施設，社宅，交際費文化，職場単属人間，農産
漁村の若者は集団就職，団地ブーム，標準家庭，単身赴任）である。第３
に，優しさの美学と「安全と平等」の倫理の普及である。敗戦後の日本の正
義は「効率と平等と安全」となり，暴力拒否の建前が強化され，男女平等の
価値観が浸透した。ちなみに安全とは，平和，健康（衛生，医療，食品），
無事故（厳しい安全基準，シゴキ・体罰厳禁），経済的安全（金融統制，官
僚統制，終身雇用，年功序列，賭博禁止）であり，同時にまた，核家族の中
の小さな幸せが追求され，環境順応・社会順応型の人間が評価され，縦割り
的発想が蔓延することになった。
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それらの帰結に対応して堺屋は団塊の世代の特性を次のようにまとめる。
①帰属したい症候群（定年不安），②残すべきノウハウがない症候群（年金
依存症），③やさしさ症候群（福祉至上主義）である。団塊世代は「怒れな
い」「威張れない」「自立できない」世代なのである。そして堺屋は戦後日本
社会の変動の結果，団塊世代と共に去ったもの，去るものを総括する。すな
わち①受験戦争の時代が終わり大学全入時代となり，②学園紛争の時代が終
わり，大学のテーマパーク化，さらにはテーマさえない「ただのパーク」化
が進み，③郊外住宅ブームが終わり，都心回帰現象が目立ち始め，④終身雇
用・年功序列の時代が終わり，実力主義，実績主義の時代となり，⑤勤勉貯
蓄の習慣が終わり，貯蓄率低下（１９９１年１５％が２００３年７．７％に）が進行
し，⑥国民としての欲求水準が変化し，ダメな国日本，二流国日本への諦め
が強まり，⑦絶対平和主義の時代が終わり，憲法改正の気運が生まれてきて
いる。
以上のように堺屋は，団塊世代の特性とその時代的変容を，産業化という
トレンドを基軸にしつつ社会生活や文化に焦点を合わせて総括的に描いてお
り，そこには変動論としての団塊世代論の一つの原型が示されていると言え
よう。
次に，堺屋の新論に先行していた由紀（２００３）と三浦（２００５）について見
てみよう。前節で紹介したように，由紀（２００３）は団塊世代の時代的経験の
変化を民主主義教育の受け手，学生紛争の主体，あらたな若者文化の創造
者，管理社会ないし産業社会の一員というように描き，産業社会から引退の
時期を迎えた今，団塊世代のみならず後発世代も含めて新たな課題に直面し
ていることを指摘していた。その問題提起は明らかに，戦後日本社会の変
動，すなわち民主化，高学歴化，消費文化の高度化，管理化，高度産業化と
関連づけることができよう。
また，三浦（２００５）は，団塊世代を戦後日本社会の変動過程に位置づ
け，７つの特性を指摘することから始める。大きな社会的影響力を持つ世
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代，保守性と革新性を併せ持った世代，量が質に転化する世代，アメリカに
洗脳された世代，大都市に大量流入した世代，恋愛結婚と友達夫婦の世代，
子育てに失敗した世代，以上である。そして次にこれらの特性が示される世
代的経験を，前節でも紹介したように，消費する若者，ニューファミリーの
光と影，マイホーム主義の末路というようにまとめている。消費する若者と
しての世代的経験が，大きな社会的影響力を持つ世代，保守性と革新性を併
せ持った世代，量が質に転化する世代，アメリカに洗脳された世代，大都市
に大量流入した世代という特性に関連し，ニューファミリーの光と影で描か
れた世代的経験が，恋愛結婚と友達夫婦の世代という特性に関連し，マイ
ホーム主義の末路で描かれた世代的経験が子育てに失敗した世代という特性
につながっている。三浦はこのように団塊世代を戦後日本社会の変動のなか
の都市化と高度消費化と核家族化というトレンドとの関連で描き出してい
る。
それでは，堺屋の新論が発表された後に出された林・葛岡（２００５）と布施
（２００６）はどうであろうか。団塊世代の後に続く世代に属する林らは団塊世
代を全共闘世代としてとらえ，その世代的経験の背景に流れる戦後日本社会
の左翼運動の変容を語るのに紙幅の大半を費やしている。そして，そのよう
な社会変革経験ないし大学紛争の挫折という世代的経験にもかかわらず，無
反省にその後の社会経済生活になだれこみ，かつての経験を自慢したり，そ
れらの経験で染みついてしまったパーソナリティ特性で若い世代に嫌われな
がら野放図に生きてきて，定年が迫る現在，年金がどうなるといった私利私
欲的課題を過大視し騒ぎまわっている存在と批判的に位置づけ，今まさに保
守化する政治，低迷する経済に対して，革命を起こせとまでは言わないが社
会のために何か貢献すべきではないか，と厳しい問いを団塊世代に突き付け
ている。左翼運動史を重視している変動論ではあるが，衰亡してしまった左
翼運動を盛り返せと主張しているのではなく，現在の日本社会の変革の課題
を探究し担えと，かつて変革の志に燃えたにもかかわらず今は自己利益に引
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きこもろうとしている団塊世代に迫っているのである。
布施は２００４年に『２４時間戦いました』を発表し，団塊世代の一員として
自ら経済活動の第一線で戦ってきた経験を総括しつつ，低迷する日本経済社
会のなかで高齢化を迎えつつある団塊世代が，今何をなすべきかを論じてい
たが，布施（２００６）はそれに基づいて，一層議論の充実を図っている。その
主たる内容は第３節の新たな社会構想における団塊世代の位置と役割を考察
する際にきわめて重要になるが，戦後日本社会の変動については，堺屋が問
題提起したハザマ（狭間）の時代という視点から職業生活，社会文化，家庭
生活に焦点を合わせ，丁寧に検討を進めている。
布施は，団塊世代をドラマを生きた世代と総括し，団塊世代の大半を占め
るサラリーマンについて，経済成長に貢献した前半戦で一勝，バブル時代か
らポストバブル時代の後半戦で一敗とその軌跡をまとめ，団塊世代が生きた
ハザマの時代を次のようにまとめる。右肩上がりから右肩下がりへのハザ
マ，終身雇用制時代と転職時代のハザマ，年功序列制度と成果主義のハザ
マ，垂直組織とフラット組織のハザマ，協調と自由競争のハザマ，国際化と
グローバル化のハザマというのが，会社ないし職場にかかわるトレンド群に
おいて生じた位置づけである。次に社会文化領域では，中進国と先進国のハ
ザマ，バンカラとおしゃれのハザマ，文庫本・新書と雑誌・漫画のハザマ，
そろばん・電卓とＩＴのハザマが指摘される。また，家庭領域については，
結婚とフリーセックスのハザマ，オールドファミリーとニューファミリーの
ハザマ，亭主関白と共稼ぎのハザマ，親の威厳と友達感覚のハザマ，親の介
護と自介護のハザマが挙げられている。以上に示されているのは，団塊世代
を巻き込んだ諸トレンドであり，諸トレンドにおける団塊世代の位置づけで
ある。まさに，それらの諸トレンドによって団塊世代が生み出され，また，
団塊世代がそれらの諸トレンドを生成したのである。
団塊世代の時代的特性の変遷について，北城ほか（２００６）所収の野村清
「団塊世代の軌跡と変遷」も独自の視点を示している。まず空前のベビー
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ブームで誕生した団塊世代が，たくましい親世代と温かな共同体の中で育て
られ，小学校低学年時代に男女同権の民主主義を刷り込まれ，高学年期にお
いてはテレビによるアメリカ文化の浸透にさらされつつ，詰め込み教育と成
績競争を経験し，中学生・高校生時代には高度経済成長の激変の中で受験戦
争の渦中に投げ込まれ，あるいはまた社会人となり，消費文化の果実を味わ
いつつも，大学生は大学紛争に直面せざるをえず，しかし社会人若手になっ
た２０歳代には高度成長ないし安定成長の中で職業人となり，８０年代には高
度大衆消費社会で消費文化を謳歌しバブル時代を過ごし，バブル崩壊後の
９０年代にはリーダー的社会人として社会を牽引し，あるいはリストラの憂
き目に会い，その後はＩＴ革命ないし情報メディアの変革に対応しながら，
ついに６０歳代を迎えて自らの手で新たなレールを敷くことを求められてい
ると，ライフステージごとに団塊世代の特性とその原因及び帰結がまとめら
れている。
それでは最後に，社会変動論としての団塊世代論の重要な論点を４つ追加
しておこう。第１に，団塊世代の生成それ自体について。たとえば御厨ほか
（２００８）所収の佐藤俊樹「「数」から見た団塊の世代」が示すように，団塊世
代の人口の量的な変化それ自体を基軸トレンドとして，その因果要因を析出
することも不可欠の課題となる。１９４７年から１９４９年に至る３年間に毎年
２７０万人弱，総計８００万人以上が誕生した。乳幼児死亡率は敗戦後の日本で
はあったが，占領軍の支援もあり，そのような状況下では驚異的な５パーセ
ントに抑えられた。それでも５０万人近くの乳幼児が５歳までに死亡したの
は事実であり，そこを生き延びてもその後に相当数が死亡し，今日生存して
いるのは８００万人中６００数十万人である。２０１０年国勢調査は，その時点で
の団塊世代（６１歳から６３歳）人口は６６４万人で，すでに１５０万人近くがこ
の世を去っていることがわかる。乳幼児死亡で５０万人弱，それでもその後
に１００万人が亡くなっている。毎年平均では２万人が死亡していることにな
る。これらの死因を具体的に分類し，その背景を探ることは興味深い課題で
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あり，変動論としての団塊世代論の出発点ともなろう。なお，生き延びてき
た６６４万人のうち半数以上の男女合わせて３６９万人がまだ現役で働いている
ようだ。
第２に，団塊世代の社会的構築について。御厨ほか（２００８）所収の平野啓
一郎「「団塊の世代」はこうして作られた」や苅部直「なぜ人は「団塊の世
代」を語りたがるのか」が示すように，社会意識の中で人工的かつ恣意的に
団塊世代が意味的に構築される過程や，人々が他称にせよ自称にせよ団塊世
代を語りたがるという社会意識そのものが変容する過程もまた，社会変動論
としての団塊世代論にとって不可欠な論点となろう。
第３に，団塊世代のジェンダー問題について。天野編（２００１）が鋭く指摘
していたように，団塊世代論は男性サラリーマンを中心に描かれる傾向が強
い。大学進学数も就職数も男性が圧倒的に多かったためである。高度経済成
長から安定成長への時代に，大学生は７０年から７３，４年あたりに就職した
が，高卒で職場に入った女性たちは，プレ団塊世代を含む男性と職場恋愛，
結婚退職，専業主婦という道を歩み，男性は企業戦士となった。とくに同世
代の団塊夫婦は友だち夫婦と称され，誕生した団塊ジュニアとともに家族は
ニューファミリーとよばれるライフスタイルを生成したのであった。そして
平均寿命は女性の方が長く，団塊世代の女性の存在は今後一層注目されねば
ならない。
第４に，団塊世代が生成する問題群，そして直面せざるをえない問題につ
いて。もちろん変動の各段階でも問題を産出し，問題に直面してきたことを
忘れてはならないが，ここでは現在と今後の問題に絞ることにしたい。団塊
世代のライフステージは，２０１２年から１４年にかけて順次高齢者段階にな
る。２０１２年問題と称されるゆえんである。定年延長や再雇用で働き続けて
きた団塊世代が２０１２年から順次６５歳となり退職していく。団塊世代の高齢
化は介護問題を将来に準備しており介護産業も市場の拡大が予想される。さ
らには団塊世代の高齢化の前に，団塊世代の親世代の高齢化に伴う介護問題
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に，大量の団塊世代が直面していることも重要である５）。また，介護問題の
背景には社会保障問題がある。年金や医療の負担問題に，団塊世代は直面せ
ざるを得ない。しかし，負担をしてくれるはずの若い世代は，雇用や結婚や
子育てに自らが大きな問題に直面しており，団塊世代の問題を担う余裕がな
くなってきている。団塊世代は親世代の介護問題だけではなく，自らの介護
問題を自らの手によって解決し，さらに，若い世代のために新たな社会構
想，高度近代の社会システムの構築にも貢献せざるをえなくなっているので
ある。団塊世代が直面せざるを得ない親世代の介護問題や，自分自身の老後
問題であるが，問題はそれにとどまらない。新たに発見すべき問題，今後の
日本社会の新たな構築のために団塊世代が果たすべき役割の問題も含んでい
る。次節では，新たな社会構想の中で団塊世代が果たすべき役割を探究する
ことにしよう。
第３節 高度近代の社会システムと団塊世代
高齢者となりつつある団塊世代の社会的役割が大きいことは，団塊世代論
が強調していた。とくに経済的な領域での役割は，生産・労働者として，投
資家として，また消費者として期待されているところであった。産業化の進
展は，団塊世代の運命を決めたが，同時に団塊の世代は高度産業化の推進主
体ともなったし，巨大な消費者群としても高度産業化を支えもしたのであ
る。団塊ビジネスとは，団塊世代を消費者とする各種ビジネスであり，受験
産業，音楽産業，結婚産業，ニューファミリー向け外食産業，写真や料理や
旅行などにかかわる産業など枚挙に暇がない。そして６５歳になって本格的
な退職が増えるという大量定年の時代の始まりを２０１２年に迎えて，大量の
退職金が金融・証券産業のターゲットになっている。団塊世代を新たに加え
たシニア世代の存在感が強まっており，高齢社会，超高齢社会といえば社会
の負担ばかりが増えそうな感じとなるが，現実には新たなサービス市場が対
５）たとえば阿部（２００４）が具体的な対策を提案いている。
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応しつつある。大手スーパーもシニア向けのサービスや品ぞろえを志向しつ
つあり，シルバー関連銘柄と呼ばれる商品生産にかかわる産業も準備を整え
つつある。経験豊かな労働力が年功にとらわれない低賃金で大量に供給され
る可能性が高まっているのである。
しかし忘れてはならないのは，投資や支出に意欲を持つのはまだ比較的若
くて元気な前期高齢者であり，２０２２年から２４年にかけて彼らが順次後期高
齢者になっていくことだ。２０２０年代前半に後期高齢者は２千万人を超える
と予想され，２０３０年代には８５歳以上の超高齢者が１千万人を超える時代が
到来する。高齢化ないし超高齢化は市場を変化させずにはおかない。それに
対応した高度産業化によってサービス産業の新段階が到来し，製造する商品
も当然影響を受けることになろう。年齢の上昇という不可避のトレンドが，
新たな産業化を要請し，地域社会システムの革新をも迫るであろう。
団塊世代論の第一人者である堺屋もまた，新たな社会構想を唱え，団塊の
世代にはそれにふさわしい発想と制度とやり方を創り出す数と力があると主
張するようになった。明日への行動の具体的方策を求めて，堺屋は新たな社
会構想を提示する。それが３回連載の堺屋（２００５）の最終作「団塊が幸せに
暮らすための「財政学」と「家政学」」であった。まず「財政学」として提
起されたのが，年金制度は自己積立制度が理想であり，たとえ賦課方式でも
５年に一度見直しを実施し，年齢境界も変更し，６０代は年金を受け取り，か
つ働いて納税もするという７０歳まで働くことを選べる社会の構想である。
雇用形態は多様化し新たな職場形態，オフィス環境が生まれ，地位の多元性
（職能，給与，権威）を示す組織となる。福祉の民営化，医療保険と介護保
険の民営化，医療の自由化が進み，社会保険庁は複数の医療保険会社に再編
され，また生活保護認定基準や算定基準の見直しが行われねばならない。以
上が財政学である。
それでは団塊世代の「家政学」すなわち家計はどうか。６０歳を過ぎれば
教育費，社交費は減少する。また，資産運用はインフレに強い投資対象が選
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好される。そのためには，預金以外の運用を促進するために株式・債券・不
動産での運用が有利になる税制が必要である。８５歳で生前贈与（相続なみ
に）を実施し，そして８５歳以上の生活保障を確実にする。住宅担保金融を
促進し，生命保険受け取り権売買を活性化する。こうして，団塊世代が蓄積
した技術・技能を生かして自分のやりたいこと，好きなことに時間とお金を
使い，それに対応した新しい市場が生まれ，さらにそれに対応した産業と技
術が育つことが期待される。
以上のように，高齢化時代に適した社会を実現するのが団塊の世代の役割
であり課題であると主張する堺屋は，その変動論がそうであったように産業
化というトレンドを中心に置いている。たしかに経済生活が基本となること
は事実だが，社会学的には今少し広い視野で新たな社会について構想し，問
題解決主体としての団塊世代像を打ち出すことが必要であろう。宮本
（２０１１）では，高度近代の社会システムについて検討し，官産民私の相互連
携と融合という全体像を提示したが，定年を迎えた団塊世代は，まさに民の
領域で活動できる問題解決主体としての団塊世代である。
そのような問題意識で出色な団塊世代論は布施克彦（２００６）である。そこ
では新たな社会構想のなかに団塊世代の役割が明確に位置づけられている。
第１節で示したように，ジャーナリズムの団塊世代論の論調は一貫して，団
塊世代の役割を強調するが，それは堺屋の提案もそうであったように，そこ
に高度近代の社会システムとして現代日本社会を再構築するほか道はないか
らである。布施は１９４７年生まれの団塊世代で，商社マンとして高度経済成
長以降の日本社会の経済変動の現場に身を置いていたため，布施（２００６）は
たんなる評論家的提言にとどまっていない。
布施は団塊世代は自信をもとうと呼びかけ，まず，大量消費で経済活性化
というにとどまらない団塊パワーを社会が求めていると主張する。それはベ
ンチャー企業のサポート，農業・地方の活性化，地域コミュニティ活性化，
国際社会貢献である。そこには先輩世代，後輩世代，子ども世代の要請とい
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う大きなニーズがある。そのニーズへの対応において，団塊世代の気質，団
塊パワーは大いに期待されると言うのである。特に民の領域においては，社
会貢献したいと考える団塊世代がおり，他方には団塊世代の能力，知識や経
験を活用したいと考えるNPOがある。両者が出会うためには制度が整備さ
れねばならない。厚生労働省が２００８年度から設置しているコミュニティ・
ジョブ・センターでは，そのような団塊世代に就業や起業の情報提供を行っ
ている。
そのような民の領域での団塊世代の役割に期待する見解は多い。政治学者
の山口二郎は２００９年の政権交代時期には民主党を支援し，民主党が政権を
奪取した翌年に「団塊世代は食い逃げするな」「若者の社会変革，寄付で助
けよ」と主張した６）。若い人の社会運動に寄付すべきだと言うのである。団
塊世代は若いころ変革の志をもっていた，終身雇用に守られ高度経済成長の
恩恵を受けている，だから退職金から若い世代の変革運動に１％でも寄付を
行い，若い世代に広がる貧困を救え，また，管理職として学生の就職活動の
採用方法を変えよ，などと主張していた。たしかに寄付行為は団塊世代に期
待されるところであり，若い世代の運動に限らず，どの世代が推進していよ
うと社会貢献運動に寄付することは重要であろう。
この山口の主張は，すでに紹介した林・葛岡（２００５）と同じである。彼ら
は団塊世代を全共闘世代と命名し，その変革運動の経験に期待していた。た
だし，運動経験が社会貢献的役割の遂行に活用される場合だけでなく，その
運動経験が新たな問題を生成しかねないことにも注意が必要だ。団塊世代は
大学紛争時代の武勇伝を誇大に語る人々を含んでいるが，実際には団塊世代
の大学進学率は大目に見ても２０％弱で，大学紛争の運動そのものに参加し
た割合は１０人に１人程度であった。したがって団塊世代の１００人に１人か
２人しか全共闘運動に参加していなかったのであるが，たとえ傍観者層で
あったとしてもその多くが共感者層でもあったのは事実である。運動経験は
６）『日本経済新聞』２０１０年１１月２９日夕刊。
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政治運動につながり，政治家になったり，地域の運動家になったりしたので
あろう。人的資源も含めた諸資源の動員経験は経営にも活用されることに
なった。ただし，教育者や研究者の道に進んだ団塊世代の運動家上がりに
は，当時かつぎまわっていた左翼思想を時流に合わせて放棄し，たとえばか
つて崇拝したレーニンを悪質な殺人者と口を極めて罵るのを研究業績として
いるような連中も含まれる。あるいは企業の中で権力意識が強く，若い世代
を抑圧するタイプの管理職になりはてた連中も，アカデミズムの生き残り同
様，全共闘世代が批判されてもやむを得ないと思わせる原因となっている。
問題としての団塊世代は，団塊モンスターや団塊クレーマーという悪名を馳
せることになるだろう。詐欺商法の経営者にも団塊世代が多いという見解も
あるようだが，それもまた運動経験の悪用なのかもしれない。
現在の熊本県知事蒲島郁夫は，団塊世代が年金を受け取るようになりリタ
イアしても，学生運動からニューファミリーまで戦後日本社会の潮流を作っ
てきた団塊世代の第二幕について，次のような期待を寄せる７）。戦後民主主
義のもとで育ち，窮乏という最低の状態と右肩上がりの成長と繁栄という最
高の状態をともに経験した団塊世代には，批判精神と保守性が同居してい
る。批判精神は教育の影響が大きく，団塊世代を指導した教師たちは総じて
革新的であり，６０年安保の時代などには特に政権批判が激しかった。その
一方で，団塊世代は高度経済成長で得られた豊かさを捨てられず，根本的に
は保守的で自民党の存在価値を認めている。しかし，批判精神によって自民
党が強くなりすぎないよう野党への投票を促し，まさにバッファープレー
ヤーとしての役割を遂行した。団塊世代の政治家にも二面性があり，現実性
と理想主義，保守性と批判性が同居し，一見信念がないようでいて現実と理
想の両方に立脚する意外なしたたかさを持っている。そんな団塊世代が引退
７）『日本経済新聞』２０１１年１２月９日夕刊。蒲島は１９４７年生まれの団塊世代であ
り，熊本県の農協職員時代に渡米しハーバード大学で学び，東大教授などを歴任
後，故郷の熊本県の知事になったという経歴の持ち主で，最近はゆるキャラくま
モンを大ヒットさせたことでも有名である。
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し社会保障の受益者となる時期が来てしまったが，人口が少ない若い世代か
ら不満の声があがるのも当然で，現役の国民が退職世代を支えるシステム自
体の限界が来ているのは明らかであり，新たな社会システムの構築が喫緊の
課題である。団塊世代には右肩下がりの社会は実感できない。そうした社会
に生きてきた若い世代の声を聴き，若い世代の政治家，将来を担う政治の
リーダーを団塊世代の高齢化が進む前に実践の場で鍛えることこそ，団塊世
代の政治家の役割である。戦後の豊かさを享受した団塊世代は幸せな世代で
あり，その幸せを後世につなぐために，これまでの活動の場から身を引き，
バランス感覚としたたかさを活かし，別の分野で社会奉仕するといった世代
交代が求められる。
若い世代の貧困を救うために団塊世代の貢献を求める主張は，三浦
（２００５）が唱える「団塊世代よ，起業で若者を雇用せよ」という主張ともつ
ながる。団塊世代がそのような役割を果たしうる高度近代の社会システムを
構築することが民主党政権に期待されていたが，あまりにも無能であったた
め２０１３年には完膚なきまでに崩壊してしまった。官産民私の相互連携と融
合というシステム的課題を把握していなかったからでもある。政治家の存在
意義は有能な官僚すなわち行政を効率的に動かし有能性を発揮させることに
あった。しかし，民主党は官僚を批判するだけで，その能力を活かすことに
失敗した。有能な官僚を有効に活用してこそ，政治家の有能さは発揮される
が，彼らは無能ぶりをさらし壊滅していった。官僚批判を煽った民主党支援
の知識人の責任は大きいと言わねばならない。
なお，第１節で紹介した天野編（２００１）が提起した団塊世代の女性の位置
と役割も重要性を増している。２００９年１月１０日付朝日新聞に「団塊女性が
働いて輝く」「アラウンド還暦が欲しがられる理由」と題された記事が掲載
された。団塊世代の女性たちは，大学進学率が１０％半ばの時代に中学・高
校を卒業し就職し，その多くは結婚しそして出産し，専業主婦となった。彼
女たちは子育てが終わった後にパート労働を中心に働き始めたが，その責任
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感と探究心で約６０歳（アラ還）となった２００７年から２００９年にかけて一層
能力を発揮し始めたというのである。
さらに，定年退職した団塊世代は，学校時代の旧友との交流を復活させ，
旧交を温め懐かしさにひたるだけでなく，あらたな社会貢献活動や起業活動
を始める事例も増えつつあるようだ。特に学校が地域に根差しているだけ
に，旧友との交流は地域社会を場とすることになりやすく，地域社会での貢
献や起業につながりやすい。同窓会もブームとなりいわば復縁社会が生成さ
れつつある。
日経新聞は２０１３年２月に「シニアが拓く 団塊の世代は今」を４回連載
した８）。第１回「ネット普及率７３％ 趣味も仲間も自分で探す」では，団塊
世代の仲間づくり，仲間探しや，楽しみ（趣味）を見つけるのに，意外なほ
ど多くの団塊世代がネットを利用していること，総務省通信利用動向調査は
２０１１年度の６０歳から６４歳のネット普及率が７３．９％であり，人脈をネット
で広げるのは若者の特権ではなくなっていると述べ，また，ネット上にたと
えば旅行体験を掲載したり，団塊世代の隠れた才能を発掘するために小説を
募ったりもしていると報じられている。
第２回「退職後の居場所 第二の人生は地域貢献」では戦後日本の経済成
長を支えてきた団塊世代の成功体験や激しい競争で培った知恵が，地域貢献
ないし社会貢献の可能性を秘めていることが指摘されている。子育て支援，
健康・福祉活動はもちろん，地域おこし，町おこしへの貢献である。恵まれ
た世代だからこそほかの世代への責務があり，リーダー育成講座では，祭り
などイベントの企画や運営，地域の課題の見つけ方や解決法を伝え，現役時
代の経験を活かして活動団体を支えることを求めている。企業の雇用延長で
団塊世代の大量退職は５年間ずれ込んでいるが，団塊世代の増大する退職者
こそ，高齢化が進み先細る地域にとって待望の支え手なのである。
第３回「財布のひも妻が握る 『婦唱夫随』円満の秘訣」は，団塊世代の
８）『日本経済新聞』２０１３年２月２１，２２，２３，２５日朝刊に掲載。
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女性に焦点を合わせる。家計を掌握した専業主婦が多く，美容への出費など
も上の世代の女性のように夫に遠慮しない。免許も７割近くが保有してお
り，趣味や買い物や子ども世代への支援に活躍する。購入する商品の決定権
も握っている。家事の時間短縮を願う行動的な団塊女性であり，夫唱婦随な
らぬ婦唱夫随を実現しており，それは恋愛結婚が多いためだろうと推測され
ている。恋愛結婚が見合い結婚を組数で抜いたのは１９６０年代後半であるが，
そのトレンドの強まった７０年代に団塊世代は結婚していった。ウーマンリ
ブやフェミニズムの影響で，男女平等意識も強く，しなやかでしたたかで夫
を立てつつも夫をだしにして自らの楽しみも増やす女性たちである。団塊女
性は３３８万人，男性は３２５万人であり，今後長生き女性がさらに大きな割合
を占めるであろうと予測されている。
第４回「生活費頼るジュニア 子育ては終わらない」では１９７０年代前半
生まれの団塊ジュニアは，大学卒業時がバブル崩壊後の就職氷河期に当た
り，２０１０年国勢調査によれば，１９７３年生まれの３７歳は，未婚率が３０％近
くであり，団塊世代の３７歳当時の未婚率が１０％以下であったことと対比す
る。独身の団塊ジュニアは団塊世代の親と同居し家計も連結し，別居世帯で
もなにかと援助されているが，団塊ジュニア世代の所得は減少傾向にあり，
年金もあてにできなくなった世代である。ちなみに受給額と支払保険料との
差額のプラスを享受できるのは１９５０年生まれまでで，広義の団塊の世代ま
でである。団塊世代が逃げ切り世代と批判されたり，また団塊世代の消費力
が期待されるのはそのためである。
いずれにしても団塊世代の高齢化を押しとどめることはできない。団塊世
代が問題解決主体として活動する可能性は高いとはいえ，多くの団塊世代が
寄る年波には勝てないだろう。その際に，後続世代を犠牲にしての高福祉を
望むことはできないし，若い世代に迷惑をかけ嫌われる老後とならないため
に，それこそ問題解決主体としていかに対処すべきなのであろうか。前述の
ように医療と介護で給付される額と保険料支払額と比較すると，現在５０歳
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以上は受取額が支払額より多く，団塊世代は寿命にもよるが相当の受け取り
超過となる。団塊世代はたしかに恵まれていた。７０年代初めの大卒時に戦
後日本経済は安定システムを整えつつあり，就職も昇給や昇進の機会にも恵
まれていた。バブル崩壊後はリストラ世代にもなったが，一方では人員削減
を主導する役割を担いながらも，構造改革や社会保障見直しには不熱心で
あった。団塊世代が社会から得たものは多く，与えたものは少ないと批判さ
れるのも無理はない。
堺屋の１９７６年の小説『団塊の世代』は２０００年時点での年金や医療保険の
破綻を予想し，団塊世代がそれに対して無為無策で，改革の可能性を活かせ
なかったと，小説に登場する若い世代の官僚に批判させている。三浦
（２００５）が主張するように，団塊世代は起業し，若い世代を雇用し，税金を
収め，受け取り年金を減額すべきなのだろう。そして起業も社会的貢献度の
高い非営利法人や社会的企業であるべきだ。それができないのならば，社会
保障改革や消費税増税に協力すべきなのであろう。公的年金の給付額を毎年
１％弱減額していったり，基礎年金の支給開始年齢を団塊世代の最後の４９
年生まれから１歳上げたり，医療費用の自己負担額を１割以上に増額してい
くのはどうかと三浦は提案していた。社会保障の改革には抵抗が多いだろう
が，社会保障の膨張で財政破綻が迫れば，物価は急騰し年金や貯蓄に頼る高
齢世代を直撃すると予想される。
さらに団塊世代は自らが介護される対象ともなることを忘れてはならな
い。現在は，団塊世代の親世代の介護問題に直面しているが（阿部，２０１４），
数が多いだけに相当の介護力を発揮している。親世代はまだ幸いであるとい
うべきだろう。しかし，この膨大な団塊世代が介護される側になったら社会
はどのように対応できるのだろうか。もちろん元気な高齢者となる団塊世代
が圧倒的な多数を占めることも事実だ。それでも母数が多いだけに要介護者
の実数は激増するだろう。認知症の高齢者は２０２５年には５００万人近くにな
ると予想されている。施設も専門家も不足するだろう。民の領域での相互支
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援システムの構築が急がれる。６５歳以上も支える側に回ったり，経験力の
強み生かし介護ビジネスを起業することも必要であり，構造改革を唱えシニ
アが暮らしやすい街づくりを大量な団塊世代の圧力で生成してしまうくらい
の意識が求められる。大志をいだき，孫世代に投資し，遊びや育児を通して
貢献し，また国際交流の支え手になったり，人材を育てたりと多種多様な貢
献が求められよう。
おわりに
本稿ではこれまでの多くの団塊世代論の成果を活用し，社会学的な現代社
会論としての団塊世代論の構図を描くことを試みた。その結果，団塊世代論
の議論の展開を概観し，いずれの議論も団塊世代自体の変容を検討すること
によって戦後日本社会の変動を描いていること，そしてまた団塊世代批判論
であってもその方向性は，団塊世代になんらかの社会貢献的役割を要請する
ところにあることを明示できた。そして，それらの多様な議論の成果を活用
して，第２節では戦後日本社会の変動論として団塊世代論を構築する試みを
行い，第３節では高度近代の社会システムにおける団塊世代の位置と役割に
ついての議論の要点をまとめたのである。
実のところ，本稿が取り上げた団塊世代論は紙媒体で発表されたものの一
部に限定されており，紙媒体以外にもネット上には膨大な量の団塊世代論が
あふれていることは無視できない。ただし，それらのどれをとってみても，
本稿が提示した団塊世代論の構図に包括できると思われる。今日，いずれの
テーマにおいても膨大なネット情報の存在を無視できないのは確かである
が，社会学の課題は，それらのテーマごとに議論の展開を整理し，そこに中心
問題と方向性を見出し，それらの議論の内容を整理できる構図ないし枠組み
を準備することではないかと思われる。本稿が試みたように，団塊世代論に
ついても同様である。本稿が素描した構図ないし枠組みをもとに，団塊世代
をめぐる膨大な情報を整理し，その成果を活用する作業を続けたい。
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Since Japanese born in１９４７-４９during Japan’s post-war baby boom was
named the DANKAI（nodule）generation in １９７６, many books, papers and
articles concerning the generation have been published. This paper aims to find
central problems in studies on it from the viewpoint of theories on modern
society, and to organize research findings by arranging frameworks for
dealing with those problems. First, through reviewing books and so on, I
induce two central problems. Those are how we can locate DANKAI
generation’s lifecourses in the social change of post-war Japan, and how we
can propose plans of the generation’s social roles of constructing a new
civic society. Second，on the basis of a framework which consists of the
generation’s lifecourses, causes generating them, and outcomes brought by
them, I organize research findings about them. Third, on the basis of a
framework of the high modern social system, I organize research findings
to show that the aged DANKAI generation is now requested to accomplish
social roles which are effective for operating the high modern social
system.
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